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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高温再生器、低温再生器、蒸発器、凝縮器及び吸収器を備え、これらを配管接続して吸
収液及び冷媒の循環経路をそれぞれ形成し、前記高温再生器の燃焼室から排出される排気
ガスの排気経路に、この排気ガスで前記吸収器から前記高温再生器へ流れる吸収液を加熱
する排ガス熱回収器を備える吸収式冷凍機において、
　前記排ガス熱回収器は、前記排気経路内に前記排気ガスの流れ方向と交差して配置され
る複数の伝熱管と、これら伝熱管の端部に設けられるヘッダーとを備え、このヘッダーの
上部と前記高温再生器または前記凝縮器とを接続し、前記ヘッダー内に溜まった気体を前
記高温再生器または前記凝縮器に返送する返送配管を備えたことを特徴とする吸収式冷凍
機。
【請求項２】
　前記返送配管は、前記気体の圧力を減圧する減圧手段を備えることを特徴とする請求項
１に記載の吸収式冷凍機。
【請求項３】
　前記減圧手段は、オリフィス板であることを特徴とする請求項２に記載の吸収式冷凍機
。
【請求項４】
　前記返送配管は、スチームトラップを備えることを特徴とする請求項１に記載の吸収式
冷凍機。
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【請求項５】
　前記排気ガスは、前記排気経路内を下方から上方へ流れるとともに、前記吸収液は前記
排気ガスと対向するように、前記排気経路の上方の伝熱管から下方の伝熱管へ流れる構成
としたことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の吸収式冷凍機。
【請求項６】
　吸収式冷凍機の高温再生器の燃焼室から排出される排気ガスの排気経路に、この排気ガ
スで吸収器から前記高温再生器へ流れる吸収液を加熱する排ガス熱回収器において、
　前記排気経路内に前記排気ガスの流れ方向と交差して配置される複数の伝熱管と、これ
ら伝熱管の端部を繋ぐヘッダーとを備え、このヘッダーの上部と前記高温再生器または凝
縮器とを接続し、前記ヘッダー内に溜まった気体を前記高温再生器または前記凝縮器に返
送する返送配管を備えたことを特徴とする排ガス熱回収器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高温再生器からの排気ガスで吸収液管を流れる吸収液を加熱する排ガス熱回
収器、及び、排ガス熱回収器を備える吸収式冷凍機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、高温再生器、低温再生器、凝縮器、蒸発器、及び吸収器を備え、これらを配管接
続して吸収液及び冷媒の循環経路をそれぞれ形成した吸収式冷凍機が知られている（例え
ば、特許文献１参照）。この種の吸収式冷凍機では、高温再生器から排出される排気ガス
の排熱を利用すべく、排気ガスの排気経路に排ガス熱回収器が設けられている。
　この排ガス熱回収器は、一般に、排気ガスを下方から上方へと流す構成とするとともに
、排気ガスの流れ方向と交差して配置される多段多列の伝熱管と、これら伝熱管の端部に
設けられるヘッダーとを備え、このヘッダーを介して、排気経路の下段側の伝熱管から上
段側の伝熱管へ吸収液を流すことにより、当該吸収液の加熱を行っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－２８２９６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、排ガス熱回収器における熱交換効率を検討すると、吸収液を排気ガスと対向
させて流す、すなわち、吸収液を排気経路の上段側の伝熱管から下段側の伝熱管へ流す構
成とするのが好ましい。
　しかし、上記したように吸収液を流す構成とすると、ヘッダー内に吸収液から沸騰され
た水蒸気等の気体が溜まり易くなり、この気体が流動抵抗となって伝熱管内における吸収
液の流れを阻害するおそれがあるといった問題がある。
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであり、伝熱管内における吸収液の流動
性の向上を図った排ガス熱回収器および吸収式冷凍機を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、本発明は、高温再生器、低温再生器、蒸発器、凝縮器及び
吸収器を備え、これらを配管接続して吸収液及び冷媒の循環経路をそれぞれ形成し、前記
高温再生器の燃焼室から排出される排気ガスの排気経路に、この排気ガスで前記吸収器か
ら前記高温再生器へ流れる吸収液を加熱する排ガス熱回収器を備える吸収式冷凍機におい
て、前記排ガス熱回収器は、前記排気経路内に前記排気ガスの流れ方向と交差して配置さ
れる複数の伝熱管と、これら伝熱管の端部に設けられるヘッダーとを備え、このヘッダー
の上部と前記高温再生器または前記凝縮器とを接続し、前記ヘッダー内に溜まった気体を
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前記高温再生器または前記凝縮器に返送する返送配管を備えたことを特徴とする。
【０００６】
　この構成によれば、排ガス熱回収器のヘッダーの上部と高温再生器または凝縮器とを接
続する返送配管を備えるため、この返送配管を通じて、上記ヘッダー内に溜まった気体を
高温再生器内または凝縮器内に戻すことができる。これにより、排ガス熱回収器の伝熱管
内での吸収液の流動性が向上するため、排気ガスとの熱交換効率が向上し、当該排気ガス
の排熱を有効に利用することができる。
【０００７】
　この構成において、前記返送配管は、前記気体の圧力を減圧する減圧手段を備えても良
い。さらに、前記減圧手段は、オリフィス板であっても良い。
【０００８】
　また、前記返送配管は、スチームトラップを備えても良い。また、前記排気ガスは、前
記排気経路内を下方から上方へ流れるとともに、前記吸収液は前記排気ガスと対向するよ
うに、前記排気経路の上方の伝熱管から下方の伝熱管へ流れる構成としても良い。
【０００９】
　また、本発明は、吸収式冷凍機の高温再生器の燃焼室から排出される排気ガスの排気経
路に、この排気ガスで吸収器から前記高温再生器へ流れる吸収液を加熱する排ガス熱回収
器において、前記排気経路内に前記排気ガスの流れ方向と交差して配置される複数の伝熱
管と、これら伝熱管の端部を繋ぐヘッダーとを備え、このヘッダーの上部と前記高温再生
器または凝縮器とを接続し、前記ヘッダー内に溜まった気体を前記高温再生器または前記
凝縮器に返送する返送配管を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、排ガス熱回収器のヘッダーの上部と高温再生器または凝縮器とを接続
する返送配管を備えるため、この返送配管を通じて、上記ヘッダー内に溜まった気体を高
温再生器内または凝縮器内に戻すことができる。これにより、排ガス熱回収器の伝熱管内
での吸収液の流動性が向上するため、排気ガスとの熱交換効率が向上し、当該排気ガスの
排熱を有効に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施の形態に係る排ガス熱回収器を適用した吸収式冷凍機の概略構成図である
。
【図２】高温再生器及び排ガス熱回収器を示す斜視図である。
【図３】図２の側面図である。
【図４】別の実施形態にかかる返送配管を示す部分拡大図である。
【図５】別の実施形態にかかる吸収式冷凍機の概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。
　図１は、本実施の形態に係る排ガス熱回収器を適用した吸収式冷温水機（吸収式冷凍機
）の概略構成図である。吸収式冷温水機１００は、冷媒に水を、吸収液に臭化リチウム（
ＬｉＢｒ）水溶液を使用した二重効用型の吸収式冷温水機である。吸収式冷温水機１００
は、図１に示すように、蒸発器１と、この蒸発器１に並設された吸収器２と、これら蒸発
器１及び吸収器２を収納した蒸発器吸収器胴３と、ガスバーナ４を備えた高温再生器５と
、低温再生器６と、この低温再生器６に並設された凝縮器７と、これら低温再生器６及び
凝縮器７を収納した低温再生器凝縮器胴８と、低温熱交換器１２と、高温熱交換器１３と
、冷媒ドレン熱交換器１６と、稀吸収液ポンプＰ１と、濃吸収液ポンプＰ２と、冷媒ポン
プＰ３とを備え、これらの各機器が吸収液管２１～２５及び冷媒管３１～３５などを介し
て配管接続されている。
　また、符号１４は、蒸発器１内で冷媒と熱交換したブラインを、図示しない熱負荷（例
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えば空気調和装置）に循環供給するための冷温水管であり、この冷温水管１４の一部に形
成された伝熱部１４Ａが蒸発器１内に配置されている。冷温水管１４の伝熱部１４Ａ下流
側には、当該冷温水管１４内を流通するブラインの温度を計測する温度センサ６１が設け
られている。符号１５は、吸収器２及び凝縮器７に順次冷却水を流通させるための冷却水
管であり、この冷却水管１５の一部に形成された各伝熱部１５Ａ、１５Ｂがそれぞれ吸収
器２及び凝縮器７内に配置されている。符号５０は、吸収式冷温水機１００全体の制御を
司る制御装置である。
【００１３】
　吸収器２は、蒸発器１で蒸発した冷媒蒸気を吸収液に吸収させ、蒸発器吸収器胴３内の
圧力を高真空状態に保つ機能を有する。この吸収器２の下部には、冷媒蒸気を吸収して稀
釈された稀吸収液が溜まる稀吸収液溜まり２Ａが形成され、この稀吸収液溜まり２Ａには
、インバータ５１により周波数可変に制御される稀吸収液ポンプＰ１が設けられた稀吸収
液管２１の一端が接続されている。この稀吸収液管２１は、稀吸収液ポンプＰ１の下流側
で第１稀吸収液管２１Ａと第２稀吸収液管２１Ｂとに分岐され、第１稀吸収液管２１Ａは
冷媒ドレン熱交換器１６を経由し、第２稀吸収液管２１Ｂは低温熱交換器１２を経由した
後に再び合流する。稀吸収液管２１の他端は、高温熱交換器１３を経由した後、第３稀吸
収液管２１Ｃと第４稀吸収液管（吸収液管）２１Ｄとに分岐され、第３稀吸収液管２１Ｃ
は高温再生器５内に形成された熱交換部（燃焼室）５Ａの上方に位置する気層部５Ｂに開
口し、第４稀吸収液管２１Ｄは排ガス熱回収器４０を経由した後、高温再生器５の気層部
５Ｂに開口している。
【００１４】
　高温再生器５の下部には、例えば都市ガス等の燃料に点火する点火器４Ａと、燃料量を
制御して熱源量を可変にする燃料制御弁４Ｂとを備えるガスバーナ４が収容されている。
高温再生器５には、ガスバーナ４の上方に当該ガスバーナ４の火炎を熱源として吸収液を
加熱再生する熱交換部５Ａが形成されている。この熱交換部５Ａには、ガスバーナ４で燃
焼された排気ガスが流通する排気経路１７が接続され、この排気経路１７には、排ガス熱
回収器４０が設けられている。熱交換部５Ａの側方には、この熱交換部５Ａで加熱再生さ
れた中間吸収液が溜まる中間吸収液溜まり５Ｃが形成されている。
【００１５】
　中間吸収液溜まり５Ｃの下端には、中間吸収液管２２の一端が接続され、この中間吸収
液管２２の他端は、高温熱交換器１３を介して、低温再生器６内の上部に形成された気層
部６Ａに開口している。高温熱交換器１３は、中間吸収液溜まり５Ｃから流出した高温の
吸収液の温熱で稀吸収液管２１を流れる吸収液を加熱するものであり、高温再生器５にお
けるガスバーナ４の燃料消費量の低減を図っている。また、中間吸収液管２２の高温熱交
換器１３上流側と吸収器２とは開閉弁Ｖ１が介在する吸収液管２３により接続されている
。
【００１６】
　低温再生器６は、高温再生器５で分離された冷媒蒸気を熱源として、気層部６Ａの下方
に形成された吸収液溜まり６Ｂに溜まった吸収液を加熱再生するものであり、吸収液溜ま
り６Ｂには、高温再生器５の上端部から凝縮器７の底部への延びる冷媒管３１の一部に形
成される伝熱部３１Ａが配置されている。この冷媒管３１に冷媒蒸気を流通させることに
より、上記伝熱部３１Ａを介して、冷媒蒸気の温熱が吸収液溜まり６Ｂに溜まった吸収液
に伝達され、この吸収液が更に濃縮される。
　低温再生器６の吸収液溜まり６Ｂの下端には、濃吸収液管２４の一端が接続され、この
濃吸収液管２４の他端は、濃吸収液ポンプＰ２及び低温熱交換器１２を介して、吸収器２
の気層部２Ｂ上部に設けられる濃液散布器２Ｃに接続されている。低温熱交換器１２は、
低温再生器６の吸収液溜まり６Ｂから流出した濃吸収液の温熱で第２稀吸収液管２１Ｂを
流れる稀吸収液を加熱するものである。また、濃吸収液ポンプＰ２の上流側には、この濃
吸収液ポンプＰ２及び低温熱交換器１２をバイパスするバイパス管２５が設けられており
、濃吸収液ポンプＰ２の運転が停止している場合には、低温再生器６の吸収液溜まり６Ｂ
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から流出した吸収液は、バイパス管２５通じて低温熱交換器１２を経由することなく吸収
器２内に供給される。
【００１７】
　上述のように、高温再生器５の気層部５Ｂと凝縮器７の底部とは、低温再生器６の吸収
液溜まり６Ｂに配管された伝熱部３１Ａ及び冷媒ドレン熱交換器１６を経由する冷媒管３
１により接続され、この冷媒管３１の伝熱部３１Ａ上流側と吸収器２の気層部２Ｂとは開
閉弁Ｖ２が介在する冷媒管３２により接続されている。また、凝縮器７の底部と蒸発器１
の気層部１ＡとはＵシール部３３Ａが介在する冷媒管３３により接続されている。また、
蒸発器１の下方には、液化した冷媒が溜まる冷媒液溜まり１Ｂが形成され、この冷媒液溜
まり１Ｂと蒸発器１の気層部１Ａ上部に配置される散布器１Ｃとは冷媒ポンプＰ３が介在
する冷媒管３４により接続されている。この冷媒管３４の冷媒ポンプＰ３下流側と吸収器
２の吸収液溜まり２Ａとは冷媒管３５により接続されている。また、冷却水管１５の伝熱
部１５Ｂ出口側との冷温水管１４の伝熱部１４Ａの出口側とは、開閉弁Ｖ３が介在する連
通管３６により接続されている。
【００１８】
　吸収式冷温水機１００は、制御装置５０の制御により、冷温水管１４から冷水を取り出
す冷房運転と、この冷温水管１４から温水を取り出す暖房運転とに切り替え運転される。
　冷房運転時には、冷温水管１４を介して図示しない熱負荷に循環供給されるブライン（
例えば冷水）の蒸発器１出口側温度が所定の設定温度、例えば７℃になるように吸収式冷
温水機１００に投入される熱量が制御装置５０により制御される。具体的には、制御装置
５０は、すべてのポンプＰ１～Ｐ３を起動し、且つ、ガスバーナ４においてガスを燃焼さ
せ、温度センサ６１が計測するブラインの温度が所定の７℃となるようにガスバーナ４の
火力を制御する。なお、冷房運転時には、開閉弁Ｖ１～Ｖ３は閉じられる。
【００１９】
　吸収器２から稀吸収液管２１を介して、稀吸収液ポンプＰ１により揚液された稀吸収液
は、冷媒ドレン熱交換器１６又は低温熱交換器１２と、高温熱交換器１３とを経由すると
ともに、一部は排ガス熱回収器４０を経由して高温再生器５へ送られる。高温再生器５に
搬送された稀吸収液は、この高温再生器５でガスバーナ４による火炎および高温の燃焼ガ
スにより加熱されるため、この稀吸収液中の冷媒が蒸発分離する。高温再生器５で冷媒を
蒸発分離して濃度が上昇した中間吸収液は、高温熱交換器１３を経由して低温再生器６へ
送られる。この低温再生器６において、中間吸収液は、高温再生器５から冷媒管３１を介
して供給されて伝熱部３１Ａに流入する高温の冷媒蒸気により加熱され、さらに冷媒が分
離して濃度が一段と高くなり、この濃吸収液が濃吸収液ポンプＰ２及び低温熱交換器１２
を経由して吸収器２へ送られ、濃液散布器２Ｃの上方から散布される。
【００２０】
　一方、低温再生器６で分離生成した冷媒は凝縮器７に入って凝縮する。そして、凝縮器
７で生成された冷媒液は冷媒管３３を経由して蒸発器１に入り、冷媒ポンプＰ３の運転に
より揚液されて散布器１Ｃから冷温水管１４の伝熱部１４Ａの上に散布される。
　伝熱部１４Ａの上に散布された冷媒液は、伝熱部１４Ａの内部を通るブラインから気化
熱を奪って蒸発するので、伝熱部１４Ａの内部を通るブラインは冷却され、こうして温度
を下げたブラインが冷温水管１４から熱負荷に供給されて冷房等の冷却運転が行われる。
　そして、蒸発器１で蒸発した冷媒は吸収器２へ入り、低温再生器６より供給されて上方
から散布される濃吸収液に吸収されて、吸収器２の稀吸収液溜まり２Ａに溜まり、稀吸収
液ポンプＰ１によって高温再生器５に搬送される循環を繰り返す。なお、吸収液が冷媒を
吸収する際に発生する熱は、吸収器２内に配置される冷却水管１５の伝熱部１５Ａにより
冷却される。
【００２１】
　暖房運転時には、冷温水管１４を介して熱負荷に循環供給されるブライン（例えば温水
）の蒸発器１出口側温度が所定の設定温度、例えば５５℃になるように吸収式冷温水機１
００に投入される熱量が制御装置５０により制御される。具体的には、制御装置５０は、
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すべてのポンプＰ１～Ｐ３を起動し、且つ、ガスバーナ４においてガスを燃焼させ、温度
センサ６１が計測するブラインの温度が所定の５５℃となるようにガスバーナ４の火力を
制御する。また、冷却水管１５への冷却水の流通が止められる。なお、暖房運転時には、
開閉弁Ｖ１～Ｖ３は開かれる。
　この場合、高温再生器５で稀吸収液から蒸発した冷媒は、冷媒管３１の途中から主に流
路抵抗の小さい冷媒管３２を通って吸収器２、蒸発器１に入り、冷温水管１４から供給さ
れる水と伝熱部１４Ａを介して熱交換して凝縮し、このときの凝縮熱によって伝熱部１４
Ａの内部を流れる水が加熱される。こうして温度を上げたブラインが冷温水管１４から熱
負荷に供給されて暖房運転が行われる。
【００２２】
　蒸発器１で加熱作用を行って凝縮した冷媒は、蒸発器１の底部の冷媒液溜まり１Ｂから
冷媒ポンプＰ３によって、冷媒管３５を通って吸収器２に入り、この吸収器２内で、吸収
液管２３及び開閉弁Ｖ１を通って高温再生器５から流入する吸収液と混合され、稀吸収液
ポンプＰ１の運転によって、稀吸収液管２１から冷媒ドレン熱交換器１６又は低温熱交換
器１２と、高温熱交換器１３とを経由するとともに、一部は排ガス熱回収器４０を経由し
て高温再生器５へ送られる。
【００２３】
　図２は、高温再生器５及び排ガス熱回収器４０を示す斜視図であり、図３は、図２の側
面図である。なお、以下に述べる前後、左右、上下といった方向は、排ガス熱回収器４０
を図３に示すように設置した状態でその前面側から見た場合の方向を示している。この図
３では、排ガス熱回収器４０が備える伝熱管の配置構成の理解のため、部分的に内部を明
示している。
　高温再生器５は、図２に示すように、架台５５の上に配置される横長の本体５２を備え
、この本体５２内にガスバーナ４が収容される燃焼室、熱交換部５Ａ、気層部５Ｂがそれ
ぞれ形成される。また、本体５２の左側面の下部には、上記ガスバーナ４を取り付けるた
めのフランジ５３が形成され、本体５２の前面には、熱交換部５Ａで加熱再生された中間
吸収液が溜まる中間吸収液溜まり５Ｃが前面側に突出して形成されている。
【００２４】
　また、高温再生器５には、上記したフランジ５３の上方に排ガス熱回収器４０が取り付
けられている。この排ガス熱回収器４０は、第４稀吸収液管２１Ｄの一部を収容し、この
第４稀吸収液管２１Ｄを流れる稀吸収液を高温再生器５の燃焼室からの排気ガスで加熱す
る熱交換室４０Ａと、熱交換後の排気ガスを設備側の煙道に排気する略鉛直方向に起立し
た煙突４０Ｂとを備えている。本実施形態では、排気ガスは、熱交換室４０Ａ内を下方か
ら上方に向けて流れ、その際に第４稀吸収液管２１Ｄを流れる稀吸収液に排熱が回収され
、当該稀吸収液が加熱される。
【００２５】
　排ガス熱回収器４０は、図２に示すように、略箱状に形成された筐体４１を備え、この
筐体４１の上面に煙突４０Ｂが形成され、当該筐体４１内に排気経路１７の一部となる熱
交換室４０Ａが形成される。熱交換室４０Ａ内には、図３に示すように、多段多列に配置
された複数の伝熱管４３を備え、これら伝熱管４３は、筐体４１の前後方向に延びて、当
該筐体４１内を略鉛直上方へ流れる排気ガスの流れ方向と略直交するように設けられてい
る。
　また、筐体４１の前面４１Ａ及び背面４１Ｂ（図２）には、伝熱管４３の端部に接続さ
れるヘッダー４２Ａ、４２Ｂがそれぞれ形成される。これらヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内は
、図３に示すように、複数の仕切板４４で伝熱管４３、４３の間を上下に仕切られており
、これにより排ガス熱回収器４０に流入した吸収液が伝熱管４３の各段を通じて順次流れ
るように構成される。また、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂには、それぞれ入口管４５及び出口
管４６が接続され、本実施形態では、これら入口管４５、出口管４６、ヘッダー４２Ａ、
４２Ｂ及び各伝熱管４３を備えて、上記した第４稀吸収液管２１Ｄが形成される。
【００２６】
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　出口管４６には、高温再生器５の本体５２の上面から上方に延出する液抜け防止用配管
５４に接続されている。この液抜け防止用配管５４は、図３に示すように、上部が二重管
構造に形成され、出口管４６は、内管５４Ａの上縁よりも若干低い位置で外管５４Ｂに接
続されている。出口管４６を通じて液抜け防止用配管５４内に流入した稀吸収液は、この
内管５４Ａと外管５４Ｂとの間に溜まり、液面が内管５４Ａの上縁よりも高くなると、こ
の内管５４Ａを通じて、高温再生器５の本体５２内に流れ込む。通常時では、液抜け防止
用配管５４内の液面は内管５４Ａの上縁付近に保たれるため、排ガス熱回収器４０内の稀
吸収液も略同じ高さ位置で保持されることにより、当該排ガス熱回収器４０内の稀吸収液
が抜ける事態が回避され、空炊きの防止が図られる。
【００２７】
　ところで、熱交換器では、一般に、流体同士を対向流として熱交換させると熱交換効率
が向上することが知られている。このため、本実施形態にかかる排ガス熱回収器４０では
、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上部に入口管４５が接続される流入口４７を設け、下部に出
口管４６が接続される流出口４８を設け、稀吸収液を熱交換室４０Ａ内の上段の伝熱管４
３から下段の伝熱管４３へ順次流すことにより、熱交換効率の向上及び当該排ガス熱回収
器４０の筐体４１の小型化を実現している。
　一方、稀吸収液は排気ガスにより加熱された際に、この吸収液中の冷媒（水）が沸騰し
て冷媒蒸気（水蒸気）を発生するとともに、冷媒中に溶存していた不凝縮ガス（例えば、
水素や窒素等）が発生する場合がある。このため、稀吸収液を上段の伝熱管４３から下段
の伝熱管４３へと流す構成では、熱交換効率が向上するものの、加熱時に発生した気体が
ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に溜まり易くなることが想定される。
【００２８】
　本構成では、各ヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面（上部）４２Ａ１、４２Ｂ１に、当該ヘ
ッダー４２Ａ、４２Ｂ内に溜まった気体を高温再生器５内に返送する返送配管４９が設け
られている。ヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面４２Ａ１、４２Ｂ１から延びる各返送配管４
９、４９は、合流して１つの返送配管４９として延び、液抜け防止用配管５４の上部に接
続される。この返送配管４９は、液抜け防止用配管５４を介して、高温再生器５の本体５
２の上面に接続されて当該本体５２内の気層部５Ｂに開口する。そして、排ガス熱回収器
４０と高温再生器５との差圧により、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に溜まった気体が高温再
生器５内に返送される。
　ここで、高温再生器５では、稀吸収液を加熱して濃縮する際に、排ガス熱回収器４０と
同様に冷媒蒸気及び不凝縮ガスが発生する。これらの気体は、上述のように、低温再生器
６を通じて凝縮器７に流入し、この凝縮器７で冷媒蒸気は凝縮され、不凝縮ガスは当該凝
縮器７に接続される抽気装置（不図示）により循環経路から排出される。このため、排ガ
ス熱回収器４０の各ヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面４２Ａ１、４２Ｂ１と高温再生器５と
を、返送配管４９で接続するといった簡単な構成で、当該ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に溜
まった気体を排ガス熱回収器４０外に排出できるとともに、当該気体を外部で処理（凝縮
及び抽気）することができる。さらに、高温再生器５は、排ガス熱回収器４０と近接して
配置されているため、返送配管４９の配設を簡単に行うことができる。
　また、本実施形態では、返送配管４９は、液抜け防止用配管５４を介して、高温再生器
５に接続されているため、この液抜け防止用配管５４が返送配管４９を保持するステーと
して機能し、当該返送配管４９の配設作業をより簡単に行うことができる。
【００２９】
　排ガス熱回収器４０に流入する稀吸収液は、稀吸収液ポンプＰ１の吐出圧力により搬送
されるため、当該排ガス熱回収器４０内は、大気圧よりも高くなっている。一方、高温再
生器５内は、法令上、大気圧よりも低い圧力に設定されているため、排ガス熱回収器４０
内の気体は、排ガス熱回収器４０と高温再生器５との差圧によって返送される。
　この場合、差圧が大きいと、返送配管４９を通じて、排ガス熱回収器４０内の熱交換さ
れていない稀吸収液までが高温再生器５に返送される恐れがあるため、本実施形態では、
返送配管４９には、図３に示すように、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内の気体の圧力を減圧す
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るためのオリフィス板（減圧手段）６０が設けられ、排ガス熱回収器４０と高温再生器５
との差圧が調整されている。このオリフィス板６０に形成される孔（不図示）の径は、通
常の運転時における差圧が所定値以下となるように設計されている。
　この構成によれば、オリフィス板６０を通過する際に気体の圧力が減圧されるため、排
ガス熱回収器４０から高温再生器５への気体の返送量を制御することができる。なお、本
実施形態では、減圧手段の一例としてオリフィス板６０を設ける構成について説明したが
、上記した差圧を調整できるものであれば、オリフィス板６０に限るものではなく、例え
ば、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面と４２Ａ１、４２Ｂ１と高温再生器５とをキャピラリ
チューブ等の細管で接続することにより気体を減圧する方式や、返送配管４９に減圧弁を
配置する方式としても良い。
【００３０】
　次に、別の実施形態について説明する。
　上記した実施形態では、返送配管４９にオリフィス板６０を設け、排ガス熱回収器４０
と高温再生器５との差圧を調整する構成を説明したが、この別の実施形態では、排ガス熱
回収器４０で発生する気体の多くが冷媒蒸気であることに鑑み、図４に示すように、返送
配管４９にスチームトラップ６２が設けられている。
　このスチームトラップ６２は、返送配管４９内で冷媒蒸気が凝縮した凝縮冷媒を排出す
るものである。この実施形態では、スチームトラップ６２は、液抜け防止用配管５４の上
部に取り付けられ、このスチームトラップ６２を介して、排ガス熱回収器４０と高温再生
器５とが返送配管４９で接続される。スチームトラップ６２内に凝縮した冷媒が溜まると
、この冷媒により弁口が開いて、凝縮された冷媒が高温再生器５に返送される。不凝縮ガ
スは、冷媒蒸気に比べて少ないため、凝縮された冷媒が排出される際にこの冷媒とともに
高温再生器５に返送される。
　この実施形態では、排ガス熱回収器４０で発生する気体の多くが冷媒蒸気であることに
鑑み、返送配管４９にスチームトラップ６２を設けたため、このスチームトラップ６２に
よりヘッダー４２Ａ、４２Ｂに貯留した冷媒蒸気を液冷媒として高温再生器５に返送する
ことができる。この構成では、スチームトラップ６２内に凝縮した液冷媒が溜まれば、そ
の都度、高温再生器５に返送するため、高温再生器５への返送量を管理することができる
。さらに、この構成では、吸収式冷凍機の能力に関わらず、排ガス熱回収器４０で発生す
る冷媒蒸気量よりも大きな処理能力を有するスチームトラップを返送配管４９に配置すれ
ばよい。
【００３１】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、高温再生器５の燃焼室から排出される排
気ガスの排気経路１７に、この排気ガスで吸収器２から高温再生器５へ流れる稀吸収液を
加熱する排ガス熱回収器４０を備える吸収式冷温水機１００において、排ガス熱回収器４
０は、排気経路１７の一部となる熱交換室４０Ａ内に排気ガスの流れ方向と直交して配置
される複数の伝熱管４３と、これら伝熱管４３の端部に設けられるヘッダー４２Ａ、４２
Ｂとを備え、このヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面４２Ａ１、４２Ｂ１と高温再生器５とを
接続し、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に溜まった気体を高温再生器５に返送する返送配管４
９を備えたため、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内の気体を排出できることにより、排ガス熱回
収器の伝熱管４３内での稀吸収液の流動性が向上するため、稀吸収液と排気ガスとの熱交
換効率が向上し、当該排気ガスの排熱を有効に利用することができる。
【００３２】
　また、本実施形態によれば、返送配管４９は、気体の圧力を減圧するためのオリフィス
板６０を備えるため、オリフィス板６０を通過する際に気体の圧力が減圧されることで、
排ガス熱回収器４０から高温再生器５への気体の返送量を制御することができる。
【００３３】
　また、本実施形態によれば、返送配管４９は、スチームトラップ６２を備えるため、こ
のスチームトラップ６２によりヘッダー４２Ａ、４２Ｂに貯留した冷媒蒸気を液冷媒とし
て高温再生器５に返送することができ、高温再生器５への返送量を容易に管理することが
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できる。
【００３４】
　また、本実施形態によれば、排気ガスは、筐体４１内を下方から上方へ流れるとともに
、稀吸収液は排気ガスと対向するように、筐体４１の上方の伝熱管４３から下方の伝熱管
４３へ流れる構成としたため、排気ガスと稀吸収液との熱交換効率が向上するとともに、
排ガス熱回収器４０の小型化を図ることができる。
【００３５】
　上記実施の形態は本発明の一態様であり、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において適宜
変更可能であるのは勿論である。
　例えば、上記実施の形態では、排ガス熱回収器４０のヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面４
２Ａ１、４２Ｂ１と高温再生器５とを接続する返送配管４９を備える構成について説明し
たが、これに限るものではなく、図５に示すように、排ガス熱回収器４０と凝縮器７とを
接続する返送配管６３を備える構成としても良い。この図５では、記載を省略したが、返
送配管６３は、排ガス熱回収器４０のヘッダー４２Ａ、４２Ｂの上面４２Ａ１、４２Ｂ１
に接続される。
【００３６】
　上述したように、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に貯留される気体は、冷媒蒸気（水蒸気）
や、冷媒中に溶存している窒素や水素等の不凝縮ガスであり、これら気体を蒸発器１や吸
収器２内に返送すると、その分、胴内圧力が上昇するため、吸収式冷温水機１００の性能
が低下するため好ましくない。
　これに対して、凝縮器７は、そもそも冷媒蒸気を凝縮する機能を有するものであり、さ
らに、この凝縮器７には、冷媒蒸気に混在する不凝縮ガスを抽出する抽気装置（不図示）
が接続されるため、凝縮器７内に気体を返送したとしても、吸収式冷温水機１００の性能
を大きく変化させることはない。
　しかしながら、凝縮器７内の圧力は、高温再生器５内に比べて十分低いため、返送配管
６３にオリフィス板６０を設ける場合には、このオリフィス板６０での差圧調整は高温再
生器５に返送する際よりも精度が求められる。さらに、高温再生器５に比べて、凝縮器７
は、排ガス熱回収器４０のヘッダー４２Ａ、４２Ｂとの距離が長いため、配置構成上、高
温再生器５に返送する方が好ましい。なお、ヘッダー４２Ａ、４２Ｂ内に貯留される気体
を凝縮器７に返送する構成においても、返送配管６３にスチームトラップを設けることが
できるのは勿論である。
【００３７】
　また、上記実施の形態では、高温再生器５にて吸収液を加熱する加熱手段として燃料ガ
スを燃焼させて加熱を行うガスバーナ４を備える構成について説明したが、これに限るも
のではなく、灯油やＡ重油を燃焼させるバーナを備える構成や、蒸気や排気ガス等の温熱
を用いて加熱する構成としてもよい。
　また、上記実施の形態では、吸収式冷温水機１００は、高温再生器５から流出した吸収
液を低温再生器６に供給するいわゆるシリーズフローサイクルに形成されていたが、これ
に限定されず、例えば、吸収器から延びる高温再生器及び低温再生器へと２つに分岐する
いわゆるパラレルフローサイクルや、低温再生器から流出した吸収液を高温再生器に供給
するいわゆるリバースフローサイクルに形成された吸収式冷凍機に本発明を適用してもよ
い。
　また、上記実施の形態では、吸収式冷凍機は二重効用型であるが、一重効用型を始め、
一重二重効用型及び三重効用型の吸収式冷凍機及び吸収式ヒートポンプ装置に本発明を適
用可能なことは勿論である。
【符号の説明】
【００３８】
　１　蒸発器
　２　吸収器
　４　ガスバーナ
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　５　高温再生器
　６　低温再生器
　７　凝縮器
　１７　排気経路
　２１Ｄ　第４稀吸収液管
　２１Ｅ　伝熱管
　４０　排ガス熱回収器
　４０Ａ　熱交換室
　４１　筐体
　４２Ａ、４２Ｂ　ヘッダー
　４３　伝熱管
　４４　仕切板
　４５　入口管
　４６　出口管
　４９、６３　返送配管
　５４　液抜け防止用配管
　６０　オリフィス板（減圧手段）
　６２　スチームトラップ
　１００　吸収式冷温水機（吸収式冷凍機）

【図１】 【図２】
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